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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 24,032,715千円 22,195,820千円 8.3％

一般会計構成比 1.1％ 1.0％ －

【一般会計】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 30,545千円 25,651千円 19.1％

【就農支援資金貸付事業特別会計】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 20,650千円 20,725千円 △ 0.4％

【林業・木材産業改善資金特別会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 33,326千円 36,100千円 △ 7.7％

【本多静六博士育英事業特別会計】

－ ３ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

－ ４ －

【参考 公共事業の予算額】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

森林管理道 835,717千円 834,741千円 0.1％

治 山 600,763千円 597,363千円 0.6％

農業基盤 5,672,195千円 5,508,685千円 3.0％

合 計 7,108,675千円 6,940,789千円 2.4％



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ５ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

Ｐ ７ 新規就農総合支援事業【農業支援課】 ３１８，９２６

（単位 千円）

４ 農林水産物の安定供給

Ｐ ８ 農地中間管理事業の推進【農業ビジネス支援課】 ２９９，６８１

Ｐ ９ 農業生産基盤の整備【農村整備課】 ５，１７４，２９５

Ｐ１１ 新 規 県産農産物販売促進事業【農業ビジネス支援課】 １９，０２１

Ｐ１３ 一部新規 水田フル活用支援事業【生産振興課】 ３８，７９８

Ｐ１４ 新 規 県産麦大豆増産体制整備事業【生産振興課】 ３９，３１３

Ｐ１２ 新 規 Ｓ－ＧＡＰの取組拡大【農産物安全課】 １５，７３４

２ 優良農地の確保及び有効利用

Ｐ１０ 森林・林業基盤の整備【森づくり課】 １，４３６，４８０

３ 生産基盤の整備

１ 多様な担い手の育成及び確保



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ６ －

（単位 千円）

６ 災害等のリスク対応

Ｐ１５ 新 規 県産花き生産持続化支援事業【生産振興課】 ４，１４７

Ｐ１６ 新 規 県産木材活用住宅等支援事業【森づくり課】 ５３，４１０

５ イノベーションの促進

Ｐ１９ 一部新規 スマート農業の推進【農業支援課】 １４，９７９

Ｐ２１ 一部新規 農林水産試験研究の推進【農業政策課】 ４２８，９６５

７ 農林水産業を核とした活力ある地域づくり

Ｐ１７ 新 規 県産木材需要拡大事業【森づくり課】 １６，０９０

Ｐ１８ 新 規 輸入木材に頼らない県産木材供給体制促進事業【森づくり課】 ５１，５５０

Ｐ２０ 一部新規 施設園芸パイオニア技術推進事業【生産振興課】 ２７，７０１

Ｐ２２ 特定家畜伝染病防疫体制強化事業【畜産安全課】 ２９，３１５

Ｐ２３ 家畜保健衛生所機能強化事業【畜産安全課】 ３５９，３８７

Ｐ２４ 全国植樹祭開催事業【森づくり課】 ５１，４３５



－ ７ －

新 規 就 農 総 合 支 援 事 業

青年等に対して就農前後の所得を確保する資金を交付するとともに、就農後の経営発展のために機械・施設等の導入を支援する。

目 的

担当 農業支援課 新規参入支援担当
内線 ４０５１

【予算額】３１８，９２６千円

事業概要

（１）就農準備資金事業 ３３，５２６千円
農業大学校など県が指定した研修機関で独立・自営就農を目指し研修を行っている者に対して資金を助成する。

（２）営農開始資金事業 ２０７，３００千円
経営が不安定な就農直後の独立・自営就農者に対して資金を助成する。

（３）経営発展支援事業 ７５，１００千円
新規就農者が行う機械・施設等の導入に対して経費の一部を助成する。

（４）埼玉県海外農業研修支援事業 ３，０００千円
海外農業研修に参加する者に対して経費の一部を助成する。

１ 新規就農総合支援事業 ３１８，９２６千円



－ ８ －

農 地 中 間 管 理 事 業 の 推 進

農業の生産性向上と農地の有効活用を図るため、担い手への農地の集積・集約化を行う農地中間管理機構（以下「機構」）の
運営や、機構が実施する畦畔除去による区画拡大、用排水路の改修など農地の集積・集約化に必要な耕作条件の改善を支援する。

目 的

担当 農業ビジネス支援課 農地活用担当
内線 ４０３３

【予算額】２９９，６８１千円

事業概要

１ 農地中間管理機構運営事業 １６０，９５６千円

（１）農地中間管理機構運営事業 １５９，８７９千円
①運営費
機構の人件費、事務費、市町村等への業務委託費

②管理事業費
転貸までの農地の賃借料、管理料、土地改良区の賦課金

（２）県推進事業 ５２９千円
機構に対する指導等の経費

（３）農業構造改革支援基金積立金 ５４８千円
基金運用益の積立

（１）区画整理一式 １３８，７２５千円
畦畔除去、均平作業等による区画拡大、
更新する必要のある道水路等の整備【9地区】

２ 農地中間管理機構農地耕作条件改善事業 １３８，７２５千円 （P.9 「農業生産基盤の整備」の一部）

整備前 整備後

整備

・分散した農地

・小区画の農地



－ ９ －

農 業 生 産 基 盤 の 整 備

農業生産基盤の整備により営農条件の改善を図り、高収益を目指す農業経営体を育成するとともに、地震や洪水等の自然災害
に対する地域の安全性を向上させる。

目 的

担当 農村整備課 水利施設整備・農地整備担当
内線 ４３４７

【予算額】 ５，１７４，２９５千円

事業概要

１ 担い手を育む農地の整備 １，４１２，８７２千円

（１）農地の大区画化や用排水路・農道等の整備
農業生産性の向上と営農条件の改善を図るとともに、農地の利用調整による経営規模の拡大を進め、高収益を目指す

農業経営体を育成を促進する。

（１）用排水路、排水機場、ため池等農業水利施設の整備
農業水利施設の整備、機能低下の回復を図り、地震や洪水等の自然災害に対する地域の安全性を向上させる。

２ 地域の安全を守る農業水利施設の整備 ３，７６１，４２３千円

区 分 事業主体 内 容 予算額

ほ場整備事業 県 農地の区画拡大と道路、用水路、排水路等の一体的な整備 １，０５９，２４０千円

〃 （うち埼玉型ほ場整備） 畦畔除去による区画拡大など簡易な「ほ場整備」 （うち５７８，５５０千円）

農道整備事業 県 橋梁の補修等、濃度の保全対策 ７１，４００千円

団体営基盤整備促進事業等
市町村

土地改良区
小規模区域での農地、農道等の生産基盤整備の支援 ２８２，２３２千円

区 分 事業主体 内 容 予算額

かんがい排水事業 県 農業水利施設（用水路、排水路、排水機場等）の整備及び補修 ８３８，３６９千円

農地防災事業 県 用排水路の改修、ため池等の耐震補強 １，８６３，６６０千円

団体営基盤整備促進事業等
市町村

土地改良区
小規模区域での用排水路等の整備、耐震計画策定等の支援 １，０５９，３９４千円



－ １０ －

森 林 ・ 林 業 基 盤 の 整 備

森林・林業基盤を整備することで、森林の適正な維持管理とともに、森林生産力の増進を図る。

目 的

【予算額】１，４３６，４８０千円

事業概要

１ 治山施設の整備 ６００，７６３千円

県民の安全・安心な生活基盤の形成、森林の水源かん養機能の維持増進を図るため、荒廃地及び地すべり地に対して治山施設
を整備する。

事業主体：県、市町村

箇所数：２２箇所

適切な森林整備の推進や林業経営の効率化及び山村生活環境の改善などを図るため、その基盤となる森林管理道を整備する。

事業主体：県、市町村

箇所数：７３箇所

２ 森林管理道の整備 ８３５，７１７千円

担当 森づくり課 治山・森林管理道担当
内線 ４３１４、４３１６

治山施設の設置（イメージ）
山腹崩壊の状況

開設（イメージ） 舗装（イメージ）法面改良（イメージ）



－ １１ －

県 産 農 産 物 販 売 促 進 事 業

県産農産物をより多くの消費者に知って食べていただける取組や輸出支援を進め、県産農産物の販売促進及び輸出額の増加を図
る。

目 的

担当 農業ビジネス支援課 販売対策・６次産業化担当
内線 ４１１１、４１０７

【予算額】１９，０２１千円

事業概要

１ 県産農産物販売促進事業 １９，０２１千円

（１）埼玉県産農産物販売促進会議の運営 ７９４千円
産地の総合的な販売対策及び県産農産物の売上向上に向けた戦略的な取組を検討する。

（２）量販店等における県産農産物の魅力の発信（新規） ５，９７０千円
量販店等が県育成品種等のキャンペーン販売活動への補助や産地への

フィードバックを実施する。

（３）県産農産物の情報発信の強化 ２，００７千円
ポータルサイト及びインスタグラム「埼玉わっしょい」の運営やキャンペーンを実施する。

（４）輸出に向けたビジネスマッチングを支援（新規） ４，２５０千円
輸出に取り組もうとする生産者と輸出商社の掘り起こしと両者のマッチングを行い、輸出商社による海外バイヤーへの

ＰＲに係る経費を補助する。

（５）ＧＦＰグローバル産地づくりの推進 ６，０００千円
輸出に取り組もうとする生産者団体に対し、計画の策定や農薬規制等に

対応した産地体制の構築、テスト販売による効果・検証などを支援する。

新 規



－ １２ －

Ｓ － Ｇ Ａ Ｐ の 取 組 拡 大

多くの農業者が取り組みやすく、国際水準ＧＡＰにも対応した新たなＳ－ＧＡＰ制度を作り、農業者が取組の段階に応じた指
導・支援が受けられるようにすることで、安全で効率的な農業経営を実現するとともに、安全安心な県産農産物を供給する。

目 的

担当 農産物安全課 安全生産・有機担当
内線 ４０４９

【予算額】１５，７３４千円

事業概要

１ Ｓ－ＧＡＰの取組拡大 １５，７３４千円

（１）Ｓ－ＧＡＰスタート宣言による取組の拡大（新規） ７，４０１千円
まずは取り組み始めることを宣言してもらい、生産者に対して取組の

段階に応じた指導を行う。
・取組の段階に応じた、新たな確認・評価制度の創設・周知・運営
・Ｓ－ＧＡＰ取組好事例集を作成し指導に活用
・ステップアップのための現地研修会・セミナーの開催
・Ｓ－ＧＡＰ指導員・評価員の育成による指導体制整備

（２）国際水準ＧＡＰへの対応（新規） ３，７３９千円
国際水準ＧＡＰガイドラインへ対応した基準書を作成し、民間ＧＡＰ認証取得の足掛かりとなる指導をする。
・Ｓ－ＧＡＰガイドライン改定・管理
・追加される２分野（人権保護・農場経営管理）の指導を強化するための専門家派遣（社会保険労務士等）
・環境負荷低減に取り組む団体におけるＧＡＰ認証取得支援

（３）販路拡大に向けた働きかけ（新規） ４，５９４千円
ＳＤＧｓの実現に貢献するＧＡＰの取組を含めた環境保全型農業を食品流通・加工業者にＰＲするとともに、

民間事業者と連携し、消費者にＰＲする。
・応援店舗におけるポスター等を活用した普及・啓発活動
・啓発用Ｓ－ＧＡＰロゴマークを活用したＰＲ
・民間企業と連携した環境にやさしい農産物ＰＲイベントの開催
・学校給食の食育活動を通じた子育て世帯へのＰＲ

新 規

Ｓ－ＧＡＰ実践農場

Ｓ－ＧＡＰスタート宣言

Ｓ－ＧＡＰ+(プラス)
（国際水準）

･･･安全に関する基礎的な
10項目

･･･3分野（食品安全、労働安全、環境保全）
約50項目

･･･5分野
（追加される２分野:人権保護、農場経営管理）
約65項目

●農業者の取組の段階に応じた新たな確認・評価制度

民間ＧＡＰ認証（国際水準）

すそ野を拡げる



－ １３ －

水 田 フ ル 活 用 支 援 事 業

実需者ニーズに応じた作物が導入され、低コストで高品質の主穀作生産が行われることにより、水田農業経営が安定的に発展するととも
に、水田が有効活用される。

目 的

担当 生産振興課 主穀担当
内線 ４０３６

【予算額】３８,７９８千円

事業概要

１ 低コストで高品質の主穀作生産の実現 ４，５１２千円

一部新規

 作付拡大支援【拡充】
麦、大豆、野菜、飼料作物、米粉用米、加工用米、WCS用稲、新市場開拓用米、ごま

の作付拡大面積に応じて、下記の単価を交付する。
麦 10千円/10a 麦以外 5千円/10a
 複数年契約加算【新規】

飼料作物、米粉用米、加工用米、WCS用稲の拡大面積について、複数年契約を締結
した場合、10千円/10aを交付する。

（２）麦・大豆等作付拡大支援事業（一部新規） ３３，０８６千円
生産者の経営安定及び水田収益力の強化を図るため、国産需要の高まりが予想される麦・大豆、飼料作物等への作付転換及

び作付拡大を支援する。また、転換作物の定着に向けた複数年契約を支援する。

（１）主穀作生産振興対策事業 ３，８４６千円
水稲、麦類及び大豆の生産振興を図るため、品質向上に向けた新品種の育成や生産技術の確立、対策の周知を行う。

（１）飼料用米流通特別支援事業 １，２００千円
飼料用米の地域内流通に取り組む生産者等に対し、継続的な取組に要する経費の一部を補助する。

２ 実需者ニーズに応じた作物への転換支援 ３４，２８６千円

（２）省力・低コスト技術普及活動事業 ６６６千円
水田経営の収益性を高めるため、規模拡大やコスト低減に有効な技術対策に取り組む展示ほの設置や講習会を実施する。

新規・拡充内容



－ １４ －

県 産 麦 大 豆 増 産 体 制 整 備 事 業

県産麦大豆種子の増産体制を整えることにより、県産麦大豆の生産拡大に必要な種子を確保する。

目 的

担当 生産振興課 主穀担当
内線 ４１３８

【予算額】３９，３１３千円

事業概要

１ 麦大豆種子の増産・安定供給体制の整備 ３９，３１３千円

（１）麦大豆種子の作付拡大や新規作付に取り組む生産者への支援（新規） １２，２２６千円
麦大豆種子の採種ほ面積を２ｈａ以上拡大する農業法人等に対し、農地や種子専用機械の

整備補助を行う。（補助率：１／２）

（２）原種・原原種増産及び増加種子の品質検定の体制整備（新規） ２７，０８７千円
種子の基となる原種を生産する種苗センター及び原原種を供給する農業技術研究センターに

増産のための機械導入等を行う。

新 規

○導入予定機械・機材
〔種苗センター〕

・麦種子用コンバイン
・大豆種子用コンバイン

〔農業技術研究センター〕
・発芽試験機

■埼玉産 ■他県産



－ １５ －

県 産 花 き 生 産 持 続 化 支 援 事 業

本県花き産地の発展のため、将来の一層の温暖化を見据え、生産者団体が新品目等の情報を共有し生産に取り組むよう推進す
るとともに、生産する新品目等の市場価値を高めるための取組を支援する。

目 的

担当 生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当
内線 ４３８１

【予算額】４，１４７千円

事業概要

新 規

１ 推進事業 ２４７千円

（１）耐暑性と市場性を備えた新品目等への転換を推進（新規） ２４７千円
・生産者団体と民間企業、有識者等による情報交換の場を設定し、新品目等についての研修の開催、
栽培から販売までの計画作成等を支援する。

・導入事業で得られた成果をフィードバックしてもらい、生産者間の横展開を図る。

２ 夏期高温に対応した品目等の導入事業 ３，９００千円

（１）新品目等の管理方法や栽培技術を導入する意欲的な生産者を支援（新規） ３，９００千円
・生産者団体が導入する新品目等の種苗費や販売促進経費を支援する。
補助率：１/２以内

新品目等の導入による品質向上
夏期高温による品質低下

苗物の葉焼け(上）やユリの
短茎化（右）



－ １６ －

県 産 木 材 活 用 住 宅 等 支 援 事 業

住宅建設に携わる工務店等に対して県産木材の利用量に応じた支援を行い、安定した需要のある民間住宅等における県産木材の
利用拡大を図る。

目 的

担当 森づくり課 木材利用推進・林業支援担当
内線 ４３１８

【予算額】５３，４１０千円

事業概要

１ 県産木材活用住宅等支援事業 ５３，４１０千円

住宅・事務所・店舗等の新築・改築・内装木質化について、製材工場等と協定を締結し、県産木材を40％以上利用する工務店
等に対する支援を行う。（新規）

新 規

県産木材を活用した住宅

〔前事業「埼玉の木みんなで使って豊かな暮らし応援事業」との変更点〕
・補助対象を施主から工務店等へ変更
・県産木材の利用割合に応じた補助単価を新設（40％枠、60％枠、80％枠）



－ １７ －

県 産 木 材 需 要 拡 大 事 業

従来の公共施設の木造化・木質化に加え、民間事業者に対する県産木材利用促進を図る。

目 的

担当 森づくり課 木材利用推進・林業支援担当
内線 ４３１８

【予算額】１６，０９０千円

事業概要

１ 県産木材需要拡大事業 １６，０９０千円

（１）都市と山をつなぐ木造施設整備支援事業（新規） １５，４７３千円
県が認定した木造建築に関する専門家（木材供給、製材加工、設計監理等）をアドバイザーとして派遣し、県産木材に

関する技術支援や情報提供を通じて、市町村や民間事業者が整備する建築物等における県産木材利用を進める。

（２）都市の木づかいオアシス創出事業（新規） ６１７千円
民間事業者・市町村・県の３者協定を締結し、その協定に基づく不特定多数が集まる民間非住宅への県産木材利用を進め

るとともに、市町村の森林環境譲与税活用を促す。

新 規

民間事業者

３者協定

連携・情報共有

建築費の一部を補助
（森林環境譲与税）

県産木材を活用し、不特定多数が集まる施設を整備
⇒ ・県産木材の利用拡大

・CO2が貯蔵される
・住民の憩いの場となる

木造建築技術アドバイザーを派遣し
県産木材に関する技術支援・情報提供

（都市と山をつなぐ木造施設整備支援事業）

県
市町村

（都市の木づかい
オアシス創出事業）

県産木材を活用した飲食店（イメージ）



－ １８ －

輸 入 木 材 に 頼 ら な い 県 産 木 材 供 給 体 制 促 進 事 業

県産木材の供給体制を見直し、県産木材の供給量を増やすとともに工務店等が県産木材を入手しやすい仕組みを構築することで、
ウッドショック下で品不足となった輸入木材から県産木材への転換を図る。

目 的

担当 森づくり課 木材利用推進・林業支援担当
内線 ４３１８

【予算額】５１，５５０千円

事業概要

１ 輸入木材に頼らない県産木材供給体制促進事業 ５１，５５０千円

（１）木材加工施設の整備（新規） ３０，０５０千円
県産木材を活用した新たな製品や、高品質の製品を加工するための施設整備費を支援する。

（２）サプライチェーンの構築（新規） １１，１５０千円
山元、製材・プレカット工場、工務店等の連携による新たな流通ルートの確立に向けて、必要な資機材の導入経費等を

支援する。

（３）県産木材供給体制における課題解決のための調査（新規） １０，３５０千円
現状の供給体制の問題点を抽出・分析するため調査委託を実施するとともに、調査結果を基に新たに設立する県内木材関

係者を構成員とする協議会で解決方法について協議・検討し、令和６年度以降に新たな供給体制の設立を支援する。

新 規

令和５年度 令和６年度以降

入札 新体制設立・運用開始
供給体制調査、協議会設立

協議・合意形成
契約

〔スケジュール（見込み）〕

施設整備イメージ（木材乾燥施設）



－ １９ －

ス マ ー ト 農 業 の 推 進

スマート農業技術に関する情報発信やスマート農業技術を活用できる人材育成等を通じて、県内の農業者が円滑にスマート農業
技術を導入できるよう支援する。

目 的

担当 農業支援課 普及活動担当
内線 ４０６１

【予算額】１４，９７９千円

事業概要

１ スマート農業普及推進事業 １４，９７９千円

（１）スマート農業の普及促進体制の整備（新規） ６，３８５千円
スマート農業の普及に当たり、関係者が連携・協力し

ながら取り組むプラットフォームを設置し、農業者に対
してスマート農業技術の導入を促進する取組を実施する。

一部新規

（２）スマート農業技術の検証 １，２２４千円
農業者及び学識経験者等で構成するスマート農業普及推

進研究会を開催し、スマート農業技術の検証を行う。

（３）スマート農業技術を扱える人材等の育成（新規）７，３７０千円
農業大学校において、学生向けカリキュラムの充実、農業

者向け研修の実施により、スマート農業技術を活用できる人
材を育成する。



－ ２０ －

施 設 園 芸 パ イ オ ニ ア 技 術 推 進 事 業

施設園芸農業におけるスマート技術の拡大や、新たな課題への対応を図り、生産性の向上を支援する

目 的

担当 生産振興課 総務・野菜担当
内線 ４１３９

【予算額】２７，７０１千円

事業概要

１ 施設園芸のスマート技術の拡大、新課題対応技術整備、普及推進 ２７，７０１千円

（１）スマート技術導入拡大支援事業（一部新規） １８，０００千円
○スマート機器等を新たに整備する生産者への導入支援
○栽培管理データ共同活用支援

一部新規

（２）新課題等対応機器導入支援事業（新規） ９，０００千円
○従来のスマート機器では対応できない、気象変動下のハウス昇温対策導入支援
○収穫調整作業の省力化等に対応するための必要な機械等の導入支援

（３）普及推進事業 ７０１千円
○県機関によるスマート技術マニュアルを活用した産地への普及拡大
○新課題等に対応する技術の普及指導員による生産者への指導、産地への波及推進

スマート技術の推進

・次世代施設園芸技術導入支援事業
・施設園芸先端サポート技術導入事業

現在

新たな課題への対応

スマート技術拡大推進

・スマート機器未導入者を対象に導入支援
・グループを対象とすることで、既設生産者の機器の

有効活用とともに、機器未導入者への導入を加速化

・従来のスマート技術で対応できない昇温対策技
術等の導入支援

・収穫調整作業の省力化機器等導入支援

H29～R3 R5～

・これまでの支援で、高度環境制御型施設園芸
生産者、環境制御型施設園芸生産者が増加
・しかし、未だ「従来型施設園芸生産者」が多い
・また、新たな課題への対応も必要

増加

細霧冷房装置統合環境制御装置

従来型施設園芸

環境制御型施設園芸

高度環境制御型施設園芸



－ ２１ －

農 林 水 産 試 験 研 究 の 推 進

農林水産業の競争力を強化するため、環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブランドとなる品種の育成と普及、省力・低コス
ト・高品質生産技術の開発等の試験研究を行うとともに、試験研究機能の強化に必要な施設等の整備を行う。

目 的

担当 農業政策課 企画・試験研究調整担当
内線 ４０３５

【予算額】４２８，９６５千円

事業概要

１ 農林水産試験研究費 ４２８，９６５千円

（１）試験研究費・運営費 ２７１，４１６千円

一部新規

 気候変動に対応した農業技術開発事業 【新規】
埼玉県信用農業協同組合連合会との連携協定に基づく寄附金を

活用し、環境負荷低減や環境適応などを目的とした試験・実証を実施

新規・拡充内容

（２）施設整備関連事業費 １５６，３６４千円

（３）先進園芸技術の推進体制を構築するための調査（新規） １，１８５千円
先進園芸技術の県内への導入を進める方策や、県の農林関係研究機関の施設等を活用する方策について、県がとるべき

施策及び推進体制を検討・立案するため、調査を行う。

ア 試験研究費（一部新規）１９２，１１３千円
環境変化に対応した技術の開発、埼玉ブランドとなる品種の育成と普及、省力・低コスト・高品質生産技術の開発等を

行う。

イ 運営費 ７９，３０３千円
県農林水産試験研究機関の円滑な管理・運営を行う。

ア 農業技術研究センター ４８，６４８千円
衛生隔離用豚舎新築工事設計、場内フェンスの設置、樹木整理 等

イ 水産研究所 ９３，９２１千円
屋外トイレ改修工事

ウ 茶業研究所 １３，７９５千円
小型中揉機の更新、萎凋製茶機の導入、茶どころ橋補修設計

埼玉ブランドとなる品種の育成

環境変化に対応した
スギ種子安定生産技
術の確立

電池レスビーコンの
フル活用による乳牛
の生涯生産性向上



－ ２２ －

特 定 家 畜 伝 染 病 防 疫 体 制 強 化 事 業

特定家畜伝染病が発生した際に、迅速で的確な初動対応及び防疫措置の実施により、早期の終息及びまん延防止を図る。

目 的

担当 畜産安全課 家畜衛生担当
内線 ４１７４

【予算額】２９，３１５千円

事業概要

１ 防疫体制強化情報収集事業 ５，４４０千円

（１）情報共有システムを活用した、迅速な防疫措置に向けた体制強化 ５，４４０千円

２ 発生時防疫対応費 ２３，８７５千円

（１）疾病発生時に備えた初動対応費 ２３，８７５千円

令和３年度に整備した情報共有システムへの畜産農家情報の蓄積をより充実さ
せることで、迅速な防疫措置に向けた体制を強化する。

防疫措置計画及び資材調達計画の実効性を確保するため、協定団体等と連携した
早期の初動対応を実施する。

・農場の見取り図、畜舎内構造設備、作業動線など、各農場のより詳細な情報
を収集し、随時更新する。

・疑い事例確認時に、資材運搬、消毒ポイント設営、作業従事者の輸送等、協定
団体等と連携し、速やかに初動対応を開始する。

・疾病発生時、炭酸ガスや消毒用石灰等の防疫資材を迅速に確保する。

・収集した情報を平時から関係機関で共有することで、迅速な防疫措置に向
けた体制を強化する。

情報共有システムのイメージ

消毒ポイントのイメージ



－ ２３ －

家 畜 保 健 衛 生 所 機 能 強 化 事 業

家畜保健衛生所の業務の効率化とバイオセキュリティの向上を図り、家畜防疫体制の強化を目指す。

目 的

担当 畜産安全課 総務・畜産企画担当
内線 ４１８９

【予算額】３５９，３８７千円

事業概要

１ 施設整備事業 ２０３，１１９千円

（１）家畜保健衛生所の実施設計の実施 ８０，２２９千円
新しい家畜保健衛生所の設置に向けた実施設計等を行う。

（２）基盤整備・造成工事の実施 １２１，７９７千円
新しい家畜保健衛生所の建設予定地の造成工事を行う。

（１）耐震・改修工事の実施 １５６，２６８千円
川越家畜保健衛生所の耐震及び改修工事を行う。

２ 施設改修事業 １５６，２６８千円

（３）赤道処理・赤道買取 １，０９３千円
新しい家畜保健衛生所の建設予定地の里道処理を行う。

【 新家保イメージ図 】



－２４－

全 国 植 樹 祭 開 催 事 業

令和７年に本県で開催される第75回全国植樹祭の開催準備を行う。

目 的

担当 森づくり課 全国植樹祭推進担当
内線 ４３０６

【予算額】５１，４３５千円

事業概要

１ 第75回全国植樹祭の開催準備 ５１，４３５千円

（１）実行委員会開催・運営費 ２，２０４千円
・関係機関や関係団体等で構成する第75回全国植樹祭埼玉県実行委員会の開催・運営
に係る経費

（２）全国植樹祭開催事業費 ４４，９８３千円
・式典や植樹行事等の基本的な内容を定める基本計画及びその詳細を定める実施計画の
策定

・会場整備工事に必要な測量・設計の実施
・保育所、幼稚園及び小中学校等に本大会や植樹イベントで使用する苗木の育成を依頼
する「苗木のスクールステイ」の実施

・専用ホームページやＰＲグッズ等による広報の実施

（３）県事務費 ３，３１０千円
・先催県の調査や情報収集、国土緑化推進機構等関係団体との調整に係る経費

（４）全国林業後継者大会開催準備費 ９３８千円
・全国植樹祭の併催行事である「全国林業後継者大会」の開催準備に係る実行委員会の
設立、先催県の調査・情報収集及び関係者との調整等の経費

実行委員会設立総会オンライン開催
(令和４年９月)     

苗木のスクールステイ
(ドングリに給水する園児 令和４年１２月)


